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研究成果の概要（和文）：　全国のグループホーム143施設の管理者を対象に、グループホームの活動20項目の
因子構造を示し、グループホームの活動と利用者の健康支援との関連を明らかにした。
　以上の結果より、グループホームの活動17項目から、自助、互助、パートナーシップの3因子構造が確認され
た。互助と利用者の健康支援、パートナーシップと利用者の健康支援とは正の関連が認められたが、自助と利用
者の健康支援とは関連が認められなかった。

研究成果の概要（英文）：　A factor structure of 20 group home activity items was presented to 
managers of 143 group homes nationwide to clarify the relationship between group home activities and
 health support for users. 
　These results confirmed a three-factor structure of self-help, mutual help, and partnership from 
the 17 group home activity items. Positive associations were found between mutual help and users’ 
health support, and between partnership and users’ health support. However, no associations were 
found between self-help and users’ health support.

研究分野： 在宅看護学分野
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　グループホームの活動は、認知症の人の生活の質の向上や認知症の行動・心理症状の軽減を目指す専門性の高
い支援である。グループホームの活動より、自助や互助を含む因子構造を示すことは、認知症の人の自立の支援
や、認知症の人と共に生きる社会共生のありか方に寄与できると考える。これらの自助・互助は、グループホー
ムを拠点とした認知症の人と共に生きる地域創生を目指すことにつながると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 認知症高齢者が住み慣れた地域で個人の尊厳と健康を保ち、家族が安心して生活するために
は、地域包括ケアシステムの基盤となる自助・互助・共助・公助を組合せ、地域毎のこの仕組み
を発展させることが課題である。認知症高齢者の自助とは自らの自立した生活、互助は認知症高
齢者も含めて地域の高齢者や住民が相互に支えあう自発的なもの、共助は介護保険など社会保
障サービス、公助は国の支援であり、それぞれを活性化していくことが重要である。しかし自助・
互助については具体的なアクションプランの明示はなく、行動レベルのプランで立案すること
は非常に困難である。そのため、現在、ごく限られた地域でモデル的にしか実現できず、全国に
普及する方法は明らかではない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、グループホームにおける認知症高齢者の自助・互助の実態と課題を明らかにして、
グループホームを拠点とした地域創生の普及を目指すことを目標とする。 
 
（１）グループホーム利用者の生活の自立支援、利用者及び家族とのパートナーシップ、社会 
的な生活にむけた支援、地域貢献の実態を明らかにする。 
 
（２）グループホームの管理者に、利用者の支援のあり方について、オンラインインタビュー調 
査を行い、利用者の支援状況ついて実際を明らかにする。 
 
（３）グループホームの活動より自助と互助とパートナーシップの因子構造を示し、グループホ
ームの活動と利用者の健康支援との関連を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究は、以下の 3段階で行った。 
（１）全国のグループホームの活動を調査した。全国のグループホーム 12,802 施設から 500 
施設を医療情報システム 1)から地域別無作為抽出して調査を依頼し、グループホームの管理者を
対象者とし、郵送法による自記式質問紙調査を行った。調査項目は、Lawton MP2)と介護保険
法の認知症対応型共同生活介護の運営基準 3)を参考にして、管理者の属性、施設の概要、利用
者の自立支援、利用者及び家族とのパートナーシップ、社会的な生活にむけた支援、社会貢献を
7 段階評価 (7:十分している～1:していない)で調査した。調査項目の平均±標準偏差、変動係数
(C.V.)を求めて散らばりを確認した。調査は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を受けて実施し
た。研究の参加の有無は施設の自由意思とした。質問紙調査用紙の記入と返送を持って参加の同
意を得たと判断した。記入後の回答用紙は研究者に郵送してもらった。 
 
（２）3施設のグループホームの 4人の管理者に、施設別にオンラインによる半構造化インタビ
ューを行った。インタビュー内容は（１）の全国のグループホームにおける利用者の支援につい
て、インタビューを行い、遂語録を作成し要約した。調査は金沢大学医学倫理審査委員会の承認
を受けて実施した。調査への参加は施設の自由意思であり、施設の管理者に文書と口頭で研究の
趣旨を説明し、参加の同意を文書で得てからインタビュー調査を行った。 
 
（３）地域包括ケア研究会 4)を参考にし、自助は「自分のことは自分で行う、グループホームの
職員や家族の援助も含む」とした。互助は「グループホームの職員などによる自発的な活動で、
地域の人々と相互に行う活動」とした。（１）と（２）の調査の結果、グループホームの活動は、
利用者と職員の信頼関係を築く活動を含むため、自助と互助と職員と利用者とのパートナーシ
ップに関する 3 領域 20 項目を厳選した。 
領域 1 は自助に関する生活の自立の支援とし、Q1 自己決定の尊重の支援、Q2 身だしなみの支

援、Q3 楽しい食事の支援、Q4 排便習慣の確立の支援、Q5 利用者の入浴時間の意向に沿う支援、
Q6 自然な安眠と休息の支援、Q7 施錠しない居室や玄関の支援、Q8 自宅に帰宅する支援の 8 項
目とした。 
領域 2 はパートナーシップとし、Q9 家族・馴染みの人の訪問時の受け入れ支援、Q10 利用者

と職員の信頼関係の支援、Q11 家族と職員の信頼関係の支援、Q12 利用者同士の良好な関係性の
支援の 4 項目とした。 
領域 3 は互助に関する地域貢献とし、Q13 地域活動の参加、Q14 地域住民のための認知症の相

談窓口、Q15 郵便局、商店、金融機関と連携した活動、Q16 市区町村や地域包括支援センターと
連携した活動、Q17 運営推進会議の意見を活用した活動、Q18 地域の認知症が疑われる高齢者の
見守り、Q19 認知症者の緊急時の受け入れ、Q20 地縁的な活動の 8 項目とした。 
利用者の健康支援は、Q21 内服と受診行動の支援、Q22 認知症の人の行動・心理症状の予防、

Q23 認知症の専門職との連携の 3 項目とした。 
 

４．研究成果 
（１）全国のグループホーム 143 施設から回答を得た（回収率 28.6%）。管理者の属性について、



女性 65.7%、平均年齢 49.6 歳、介護福祉士 55.9%、平均経験年数 13.7 年だった。施設概要につ
いて、立地条件は住宅地 79.0%、稼働平均年数 10.9 年、利用者平均人数 14.2 人、介護職平均人
数 13.8 人、看護職平均人数 1.6 人だった。 
グループホームの活動について平均±標準偏差を示した。利用者の自立支援について、自己決

定の尊重の支援 5.7±0.9、身だしなみの支援 5.5±1.0、楽しい食事の支援 5.5±1.1、排便習慣
の確立の支援 5.4±1.2、利用者の入浴時間の意向に沿う支援 4.6±1.5、自然な安眠と休息の支
援 5.8±1.0、施錠しない居室や玄関の支援 5.7±1.6、自宅に帰宅する支援 4.5±1.7、認知症の
行動・心理症状の予防 5.7±0.9、内服と受診行動の支援 6.5±0.7 だった。 
利用者及び家族とのパートナーシップについて、家族や馴染みの人の訪問時の受入れ支援 6.5

±0.7、利用者と職員の信頼関係の支援 6.0±0.7、家族と職員の信頼関係の支援 6.1±0.6、利用
者同士の良好な関係の支援 5.7±0.9、利用者の生活力の育成の支援 5.4±1.1、家族への認知症
教育の支援 4.3±1.4 だった。 
社会的な生活にむけた生活について、金銭の保持及び購買の支援 4.2±1.5、外出の支援 4.6±

1.7、知的活動の支援 4.5±1.5、余暇活動の支援 5.0±1.3、表現・創造活動の支援 5.0±1.3、
文化的活動の支援 5.4±1.0、身体運動の支援 5.8±1.1 だった。 
地域貢献について、地域活動の参加 4.5±1.7、地域住民のための認知症の相談窓口 4.2±1.7、

郵便局、商店、金融機関と連携した活動 3.6±1.8、市区町村や地域包括支援センターと連携し
た活動 4.4±1.8、運営推進会議の意見を活用した活動 5.5±1.3、認知症が疑われる高齢者の見
守り 3.1±1.7、認知症者の緊急時の受入れ 3.3±2.0、地縁的な活動 4.7±1.5、認知症の啓発活
動 3.0±1.9、グループホームの場所の提供 3.22.0、人材育成 3.5±1.8、世代交流 3.9±1.8、地
域活動の参加 4.5±1.7、災害時の避難場所や防災施設の拠点となる活動 4.4±1.8、認知症の専
門職との連携 5.2±1.6 だった。 
 変動係数(C.V.)を求めた結果、散らばりが小さかったものは、家族や馴染みの人の訪問時の受
入れ支援 C.V.=0.111、家族と職員の信頼関係の支援 C.V.=0.106、内服と受診行動の支援 C.V.= 
0.101 だった。一方、散らばりが大きかったものは、認知症の啓発活動 C.V.=0.626、認知症者の
緊急時の受入れ C.V.=0.622、グループホームの場所の提供 C.V.=0.618 だった。 
 
（２）全国調査の結果を提示しながら、3施設のグループホームの管理者に、オンラインによる
インタビュー調査を実施した。利用者の支援状況ついて実際を確認した。 
利用者の帰宅支援について、独居の利用者は家族がいないため一時帰宅が難しく、一方、家族

がいる場合も就労しており協力が難しい場合もある。自宅と施設が近い距離であれば帰宅しや
すいため、入所の際には、自宅に近い施設の入所を検討する必要性が示された。利用者の入浴時
間の意向に沿う支援について、就寝前に入浴したい意向は、施設の体制によっては実施が困難で
あることが考えられ、施設の職員体制の課題があげられた。認知症の行動・心理症状の予防につ
いて、特に入所時は環境が変化するため、利用者の症状に注意し、必要時に専門医と連携し、家
族と関係を保つこと、日常の支援は、利用者の好きなもの、例えば言葉、歌、食べ物、生活様式
を理解して、施設の日常に慣れて、利用者は次第に落ち着いてくる実例が提示された。 
家族への認知症教育の支援は職員の介護福祉士の役割とされている。そのため、認知症の家族

会や退所した利用者の家族との関係を通して、認知症を理解できるように家族を支援していく
必要性が示された。 
地域貢献は、地域包括支援センターの職員と協働で寸劇をする実例、民生委員にグループホー

ムの施設見学に来所してもらうという実例が紹介された。 
認知症の方が主役となり活動し、地域社会に活動の事実を発信していく必要がある。そのため

には、家族や地域住民の理解が必要不可欠となる。地域丸ごとで認知症の方を支えることができ
るように支援していく必要がある。グループホームは小さなユニットであり、1 泊の温泉旅行に
出かけたり、地域の人と公共施設を利用したり、運営したカフェでお客さんにお茶を入れる実例
が紹介された。 
 
（３）全国のグループホーム 143 施設を分析対象とした。グループホームの活動 20 項目と利用
者の健康支援 3 項目に対して回答分布、平均値±標準偏差を算出した(Table1)。20 項目において
全体の総和との相関係数を求めた( r = 0.356～0.594 )。項目間相関分析の結果、r = －0.02～0.638
だった。20 項目に対して、最尤法による因子分析を行った。固有値の変化と因子の解釈可能性
を考慮すると、3 因子構造が妥当であると考えた。スクリー法により因子数を 3 に設定して、因
子同士は相関関係が認められ、最尤法・Promax 回転による因子分析を行った。因子負荷量 0.4 に
満たない、身だしなみの支援、施錠しない居室や玄関の支援及び地縁的な活動の 3 項目を削除
し、17 項目で再び最尤法・Promax 回転による因子分析を行った。第Ⅰ因子は市区町村や地域包括
支援センターと連携した活動、郵便局、商店、金融機関と連携した活動など７項目で構成されて
おり、「互助」とした。第Ⅱ因子は排便習慣の確立の支援、自己決定の尊重の支援など 6 項目で構
成されていることから「自助」とした。第Ⅲ因子は利用者と職員の信頼関係の支援など 4 項目で
構成されていることから「パートナーシップ」とした。内的整合性を検討するために、Cronbach
の α 係数を算出したところ、互助 α = 0.794、自助 α = 0.747、パートナーシップ α = 0.774、全体
α = 0.821、内的整合性は妥当と判断した。確認的因子分析として、3 因子からそれぞれ該当する
項目が影響を受け、全ての因子間に共分散を仮定したモデルで分析を行ったところ、適合指標は



3 ,343.399=ܥܫܣ,0.097=ܣܧܵܯܴ ,0.782=ܫܨܩܣ ,0.835=ܫܨܩ ,0.001>ܲ ,116=݂݀ ,269.399=2߯ 因子構造を確
認した(Table2 )。グループホームの活動の3因子と利用者の健康支援との関連を検討するために、
共分散構造分析によりパス解析を行った。3因子がすべて利用者の健康支援に関連することを仮
定して分析を行ったところ、自助から利用者の健康支援へのパス係数は有意でなく、適合指標は
461.827=ܥܫܣ ,0.094=ܣܧܵܯܴ ,0.763=ܫܨܩܣ ,0.815=ܫܨܩ ,0.001>ܲ ,164=݂݀ ,369.827=2߯ だった。有意で
はなかったパスを削除し、再分析を行ったとところ、߯2=371.443, ݂݀=165, ܲ<0.001, 0.795=ܫܨܩ, 
ܴ ,0.764=ܫܨܩܣ 461.443=ܥܫܣ ,0.094=ܣܧܵܯ だった。Figure 1 に最終的なモデルを示す。互助が利用
者の健康支援に対して低い値ではあるが、正の有意なパスを示しており、パートナーシップが利
用者の健康支援に対して正の有意なパスを示していた。以上のことから互助とパートナーシッ
プが利用者の健康支援に関連していることが示唆された。しかし、モデルの適合度はやや低いこ
とから、今後、グループホームの活動の３因子と利用者の健康支援との関連について検討が必要
であると考える。 
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